
宮崎県農政水産部畜産局

畜産振興課

技師 池田 美玖

宮崎県の「地域内堆肥資源の活用」について
～粗飼料自給率100％「宮崎アクション」実践事業の取組～
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令和６年度九州地域国内肥料資源利用拡大ネットワーク第２回勉強会



本県畜産の概要（全体）
家畜飼養頭数について

農業産出額

宮崎県
R4

3,505億円

畜産
R4

2,349億円
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令和６年２月１日現在（単位：頭、千羽）

1 2 3 4 5

北海道 鹿児島県 宮崎県 熊本県 長崎県

558,500 362,700 258,200 134,000 93,500

北海道 栃木県 熊本県 岩手県 群馬県

821,500 52,800 43,800 38,700 31,900

鹿児島県 北海道 宮崎県 群馬県 千葉県

1,200,000 752,200 721,900 610,800 580,700

千葉県 茨城県 鹿児島県 岡山県 広島県

14,129 12,109 10,196 10,036 9,208

鹿児島県 宮崎県 岩手県 青森県 北海道

32,003 28,155 23,604 7,639 5,531
19.4%

978,200

97,800

2,753,000

21,601

74,080

宮崎県
13,000
（11位）

宮崎県
3,098

（21位）

9.7%

1.0%

8.2%

1.8%

2,672,000

1,313,000

8,798,000

168,599

144,859

肉 用 牛

乳 用 牛

豚

採 卵 鶏
( 種 鶏 を 除 く )

ブロイラー

宮崎県/
全国
シェア

区　分 全　　国 九　　州

都　道　府　県　別　順　位

備　考



本県畜産の概要（自給飼料）

飼料作付面積の推移

（出典：農林水産省統計）

○ 県内の飼料作付面積は、近年、飼料用稲・飼料用米が増加しているが、
全体ではほぼ横ばいで推移。【R５：33,100 ha】

【内訳】
■牧草：  15,300 ha
■とうもろこし： 4,480 ha
■ソルガム： 2,200 ha
■飼料用稲： 7,207 ha（297ha増）
■飼料用米： 887 ha（200ha増）
■エンバク・その他：3,026 ha 3



○ コントラクター組織：47組織

○ うち、生産から販売まで実施する組織：12組織 ※一部で広域流通の取組も見られる。

○ 経営形態は半数以上が法人（農協含む）

本県畜産の概要（コントラクター）

（出典：宮崎県調べ）

コントラクター作業受託延べ面積コントラクター受託延べ戸数

（出典：宮崎県調べ）

（戸）

作付

収穫

稲わら収集

堆肥散布等

飼料販売
4,068 4,118 

4,289 
4,477 4,434 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H30 R1 R2 R3 R4

（ha）

○受託戸数は減少している一方で、作業受託面積は増加傾向にある。
【R４ 受託戸数：2,520戸 受託面積：4,434 ha】
飼料作付：1,129 ha 飼料収穫：2,072 ha 稲わら収集：275 ha
堆肥散布：450 ha 飼料販売：508 ha

2,882 

2,538 
2,554 2,538 2,520 

2,000

2,500

3,000

3,500

H30 R1 R2 R3 R4
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本県畜産の概要（家畜排せつ物）

家畜排せつ物量及び用途別処理量（R2）

２．用途別処理量

３．農地等還元量：1,441千ｔ

堆肥利用
1,214千t

液肥利用
227千ｔ

採卵鶏
50千t
(1.2%)

エネルギー利用

289千t
(7.2%)

浄化処理
807千t
(20.1%)

約80%

液肥化処理
227千t
(5.6%)

堆肥化処理
2,699千t
(67.1%)

乳用牛
199千t
(4.9%)

肉用牛
1,824千t
(45.4%)

１．家畜排せつ物量：4,022千ｔ

豚
1,670千t
(41.5%)

ブロイラー
280千t
(6.9%)

耕地面積当たりの家畜排せつ物量（窒素ﾍﾞｰｽ）

○ 家畜排せつ物の発生量は、約402万トン/年と推計され、肉用牛が45％、豚が42％、
養鶏が8％、乳用牛が5％となっている。

○ 発生量の80％が堆肥やエネルギー等として再生利用され、残りの20％が浄化処理されて
いる。

出典：農林水産省
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（出典：宮崎県調べ）



○ 飼料作付面積は、数年間でほぼ横ばい

○ 県産稲わらの約43％が水田へのすき込み・焼却処分されており、飼料としての

利用率が低い（R3:約46％）

○ 飼料・肥料価格が高騰する中、コスト低減が急務

○ 耕種農家の農地を活用した飼料生産の推進

○ 県産稲わらを収集する体制のさらなる強化のために必要な人材の育成

○ 基幹コントラクター組織の飼料生産能力向上

○ まとまった優良農地が確保出来ない中山間地域での粗飼料自給率の向上

本県畜産の課題①
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課題

必要な取組



本県畜産の課題②

特に堆肥においては…

○ 堆肥の高品質化（ペレット化・堆肥と化学肥料の混合など）の取組

○ 堆肥利用マッチングの推進

○ 耕畜連携をはじめとする地域内流通、県外への広域流通の推進

○ 近年の肥料価格高騰への対策として、堆肥を有効活用した化学肥料の低減

○ 耕地面積に対して家畜排せつ物量が多い

○ 畜産密集地帯が偏在しているため、需要と供給のアンバランスが一部見受け
られる

7

課題

必要な取組



課題解決に向けた取組（R5）

地域連携による資源利用拡大推進事業（R5）

○ 事業目的

地域資源（飼料用米、稲わら、堆肥等）の利用拡大を目的とするコンソーシアムを中

心とした、地域資源循環システムを構築し、国産飼料の生産拡大及び国内飼料自給率の

向上を図る

○ 各地域でコンソーシアムが発足
７つの地域で耕種農家と畜産農家等が連携したコンソーシアムが発足
（都城市２、延岡市、小林市、西都市、えびの市、川南町）

事業活用

○ 地域資源活用に必要な稲わら等の収穫機械や保管倉庫等を８戸の農家等で整備
＜事業効果（目標）＞
・飼料用米の作付面積30.3ha増加
・稲わら収集面積22.9ha増加
・とうもろこし収集面積10ha増加
・堆肥散布量13t増加

今後の予定

優良事例を調査し、地域コンソーシアムの取組を県域に波及
8



地域連携による資源利用拡大推進事業（実績①）

(1)三財飼料利用コンソーシアム（西都市）

【取組内容】
水稲農家が稲わら保管庫を改修し、
品質の安定した稲わら供給体制を整備。

(2)尾鈴地域飼料用米普及促進協議会（川南町及び都農町）

【取組内容】
養豚農家が粉砕機を導入し、飼料用米の利用を拡大
することで、地域として飼料用米の生産が拡大。

飼料米

稲わら 堆肥

堆肥
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○ 地域コンソーシアムを整備し事業に取り組んだ事例



地域連携による資源利用拡大推進事業（実績②）

(3)下水流地域耕畜連携組合（都城市）

【取組内容】
農業生産法人が堆肥散布機を導入し、
地域の堆肥散布を受託することで、堆肥
散布量が増加。

(4)東霧島地区飼料生産組合（都城市）

【取組内容】
耕種農家が稲わら収集機械を導入し、
地域で生産された飼料用米の稲わらを
収集し畜産農家へ供給。

堆肥飼料米

稲わら

稲わら

堆肥
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堆肥利用マッチング体制の整備

・ 堆肥供給者の情報を検索できるホームページを制作しており、令和６年度から運用開始。

・ 耕種側の求める堆肥が選択できるよう、堆肥原料の畜種や、荷姿などの条件を付けて検索が可能。
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・「堆肥供給者リスト」
検索ででてくる堆肥供給者情報を
地域ごとにまとめた一覧

・「堆肥の施肥量計算カルテ」
堆肥の施肥量が自動計算できる

12



G7宮崎農業大臣会合（R5.4.22～23 宮崎市）

■ 世界的な課題である食料安全保障の強化に向け、G7各国の農業大臣が議
論し、今後の農業・食料政策の方向性として、

(ア) 自国の生産資源を持続可能な形で活用すること

(イ) 農業の生産性向上と持続可能性の両立

(ウ) あらゆる形のイノベーションにより、農業の持続可能性を向上させ
ること

について共通認識

■ 本会合での議論を取りまとめた共同声明とともに、G7各国が取り組むべ
き行動を要約し、本県の名を冠した「宮崎アクション」を採択

13

本県の動き①



「宮崎アクション」

我々G7農業大臣は、より生産力が高く、強じんで持続可能な農業・食料システムを達成するために、
宮崎で議論した以下の点を踏まえ、国際社会の一員として積極的に取り組んでいく。

➢ 既存の国内農業資源を持続的に活用し、貿易を円滑化しつつ、地元・地域・世界の食料システム
を強化する途を追求し、サプライチェーンを多様化する

➢ あらゆる形のイノベーションの実施や持続可能な農業慣行の促進により、農業・食料システムの持
続可能性を向上させる

➢ 研究・開発を促進するとともに、地元のニーズや状況に応じた、更なるデジタル化を含む新規・既存
の技術や慣行を拡大・普及させる

宮崎アクション（抜粋）

■ 本県は、G7農業大臣会合の開催地、また全国有数の食料供給基地として、

「宮崎アクション」の具現化に率先して取り組む必要
14

本県の動き②



３つの日本一挑戦プロジェクト
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本県の動き③



課題解決に向けた取組（R6)

（R5）
地域連携による資源利用拡大推進事業

より取組を加速化させる必要がある

（R6～）
粗飼料自給率100％「宮崎アクション」
実践事業

16



Ｇ７宮崎農業大臣会合で採択された「宮崎アクション」等を踏まえ、粗飼料自給率100％に向けた取組を
加速化し、国際情勢の影響を受けにくい持続可能な畜産経営への転換を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 粗飼料生産・利用加速化事業（補助率定額、１／３以内）
・地域コンソーシアム等の機能強化のためのコンサルタント支援
・粗飼料等の生産・利用拡大のための機械・施設整備支援
・堆肥マッチングサイト整備・普及啓発研修会開催

② 飼料生産組織人材確保事業
・飼料生産組織におけるオペレーター人材ニーズ調査

③ 中山間地域放牧推進事業（補助率定額、１／３以内）
・放牧推進に向けた簡易造成等・普及啓発研修会開催支援

⑵ 事業の仕組み
①県、県 地域協議会等 ②県 県コントラクター等協議会

③県 法人、営農集団等

⑶ 成果指標
粗飼料自給率 現状（令和３年）88.0％ → 令和８年 100％

事業の概要

令和６年度～令和８年度事業の期間

補助 委託

補助

畜産振興課 ５７，５６０千円
【財源：国庫、日本一挑戦基金、一般財源】

放牧推進に向けた支援

飼料生産に必要な施設・機械を支援

飼料保管庫の整備  飼料生産機械の導入

放牧地の整備       普及啓発研修会

粗飼料自給率１００％「宮崎アクション」実践事業新
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粗飼料自給率１００％「宮崎アクション」実践事業【別紙】 新

粗飼料自給率100％達成

③中山間地域放牧推進事業

地域毎に発足したコンソーシアム等

②飼料生産組織人材確保事業

繁忙期における異業種からのコントラクターの
オペレーター人材確保によるエリア拡大

地域を越えた飼料生産・供給体制が確立

中山間地域における自給飼料確保に向けた
条件整備・研修会の開催

①粗飼料※3生産・利用加速化事業

ア．コンサルタントによる地域コンソーシア
ム等の機能強化

イ．機械・施設整備により粗飼料等の生産・
利用拡大を支援

ウ．自給率向上に資する堆肥マッチングサイ
ト整備・普及啓発研修等

●地域コンソーシアム

基幹コントラクター組織( 受託可能範囲)

放牧
※１ 畜産・耕種農家等を構成員とする地域資源の円滑な利用を目指す組織

※２ 地域外も活動範囲とする受託組織

基幹コントラクター※2の地域を越えたエリアの拡大

地域コンソーシアム※1の面的拡大

中山間地域での放牧の拡大

現状 将来像事業効果（イメージ）

（イメージ）

※３ 牧草、稲わら等の牛のエサ
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区分 補助対象経費 補助率等 補助事業者

１ 粗飼料生産・利用
加速化事業

（１）地域コンソーシアムの
機能強化に必要なコンサル
タントに要する経費

定額
（補助上限額55万
円）

地域コンソーシアム
その他知事が特別に認める
団体

（２）粗飼料等の生産・利用
拡大のための機械・施設整
備に必要な経費
（補助対象機械・施設につ
いては、別表２のとおり）

１／３以内 地域コンソーシアム

２ 中山間地域放牧
推進事業

（１）研修会開催に係る経費 定額 農業協同組合
認定農業者
農業法人
営農集団
集落営農組織
農地所有適格法人
その他知事が特別に認める
団体

（２）放牧地の簡易整備のた
めに必要な機械のリースに
要する経費

１／３以内

（３）放牧用資材導入に必要
な経費

１／３以内

○補助事業内容
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【地域コンソーシアム（例）】

地域コンソーシアムとは
飼料用米、稲わら、堆肥等の未利用資源を利用拡大するため、畜産と耕種が連携し
構築した共同体。

※参考
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【飼料生産組織】

肉用牛農家

稲わら収集、粗飼料生産、
堆肥散布

【耕種農家】

飼料用米
主食用米・粗飼料
・飼料用米生産

○コンソーシアム取組例①

【産地サポート】
市町村

JA
県農林振興局

（農業改良普及センター）

堆肥

飼料収穫機械
導入

21

稲わら・粗飼料利用、
堆肥生産

飼料収穫機械の導入を行い、堆肥を活用し、稲わら収集面積・粗飼料作付面積を拡大させ、堆肥散
布農家戸数の増加に取り組む。

稲わら・粗飼料

養豚農家

飼料用米利用

堆肥
稲わら・粗飼料



【飼料生産組織】

【肉用牛農家】

稲わら

堆肥

稲わら・粗飼料【産地サポート】
市町村

JA
県農林振興局

（農業改良普及センター）

○コンソーシアム取組例②
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堆肥舎 導入

【耕種農家】

主食用米生産

堆肥舎の整備を行い、稲わら収集・粗飼料作付面積の拡大、堆肥散布農家戸数の増加に取り組む。

堆肥

稲わら収集、粗飼料生産、
堆肥散布

稲わら・粗飼料利用、
堆肥生産



【営農集団】耕・畜耕 畜

【営農集団】畜

【産地サポート】
市町村

JA
県農林振興局

（農業改良普及センター）

○コンソーシアム取組例③

稲わら

稲わら利用、
堆肥生産

23

【営農集団】耕・畜

稲わら・飼料用米生産、
堆肥生産

耕 畜

畜

堆肥舎、飼料保管施設
導入

稲わら・飼料用米生産、
堆肥生産

堆肥

堆肥舎や飼料施設の整備を行い、堆肥散布面積、稲わら収集・粗飼料作付面積の拡大に取り組む。

耕種農家

養豚農家

肉用牛農家
耕種農家

飼料生産組織

養豚農家

稲わら

連携



最後に

○ 粗飼料自給率100％に向け、地域コンソーシア
ムの取組を面的に拡大するとともに、地域内の堆
肥資源を活用することで、国際情勢の影響を受け
にくい持続可能な畜産経営への転換を図る。 

24



ご清聴ありがとうございました。

宮崎県シンボルキャラクター「みやざき犬」

25


	スライド 1
	スライド 2: 本県畜産の概要（全体）
	スライド 3: 本県畜産の概要（自給飼料）
	スライド 4
	スライド 5: 本県畜産の概要（家畜排せつ物）
	スライド 6: 本県畜産の課題①
	スライド 7: 本県畜産の課題②
	スライド 8: 課題解決に向けた取組（R5）
	スライド 9: 地域連携による資源利用拡大推進事業（実績①）
	スライド 10: 地域連携による資源利用拡大推進事業（実績②）
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13: 本県の動き①
	スライド 14: 本県の動き②
	スライド 15: 本県の動き③
	スライド 16: 課題解決に向けた取組（R6)
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24: 最後に
	スライド 25

